


平成　　 　年　　　月　　　日

経営相談をご希望の方は、本申込書を
ご記入の上、FAXを送信ください。
経営相談をご希望の方は、本申込書を
ご記入の上、FAXを送信ください。

経 営 相 談 申 込 書平成２５年度  建設企業のための
経営戦 略 アドバイザリー事業

FAX 03-5473- 45 94
受付窓口 (一財) 建設業振興基金　TEL 03-5473-4572

重点支援をご希望の場合は、希望する支援内容とその理由をご記入ください

相

談

申

込

者

選択肢

①金融機関、②中小企業診断士等（氏名　　　　　　　　　　　　）、③都道府県、④セミナー等、
⑤ホームページ、⑥建設業協会等、⑦商工会等、⑧その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

相談申込者名の情報提供 可・否 相談内容等の情報提供 可・否

紹介元の金融機関名 支店名又は担当部等

ご相談内容

本事業を知った紹介元を下記の番号より選択してください

受付時に窓口よりご担当者様へお電話いたします。日中にご連絡が取れる番号をご記入ください。

本事業利用についての重要事項説明
～本事業を利用するにあたっては、以下の事項についてご了承の上、お申込みください。～

会社名

所在地

TEL FAX

氏名

E-mail ＠

ご担当者
役職又は
所属部署

（フリガナ）

会社等の規模 資本金 売上高 従業員数円 円 名

建設業許可区分

（フリガナ）

〒　　ー

１．金融機関のご紹介の場合は、以下の欄もご記入ください

２．紹介元の金融機関に対し、相談内容等の情報提供の可否をお答えください

大臣許可 知事許可 許可無し

１．経営相談におけるアドバイスに際しては、相談申込者から必要な個人情報および企業情報をお聞きします。
２．当申込書のほかアドバイスに必要な個人及び企業情報は、本事業の円滑な遂行及び改善のための分析に利用します。収集した情報につい
　　ては、個人や企業が特定される形で使用することはいたしません。
３．本事業利用により、相談申込者に損害が生じても、国土交通省、（一財）建設業振興基金、建設業経営戦略アドバイザー等の本事業関係
　　者はその責任を一切負わないものとします。
４．本事業の利用資格は、建設業法第二条第二項に規定する建設業を営む者で中小建設業者等です。


